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研究成果の概要（和文）：本研究は、著作物の「類似性」に関して、日本における議論および裁判例のみなら
ず、諸外国における議論を網羅的に分析した上で、これらを横断的に研究するものである。研究代表者ハ、
２０１９年度にミュンヘン大学に滞在し、欧米諸外国の調査を幅広く行うなどした結果、類似性判断に影響を与
える様々な要因のほか、国や地域、あるいは時代によって傾向や相違が見られることを明らかにすると共に、こ
れまで法理論的観点のみからは説明がつかないとされてきた要素についても新たな視点を見いだした。その成果
の一部は、２０２１年７月に『〈ケース研究〉著作物の類似性判断――ビジュアルアート編』（勁草書房）とし
て発表する予定である。

研究成果の概要（英文）：This study aims at analyzing the "similarity test" of copyrighted works by 
examining theories and case law in Japan and other jurisdictions. In particular, my stay at 
University of Munich as Visiting Scholar made me possible to intensively study this issue from the 
wide viewpoint by gathering case law especially in European countries. As a result, it became 
evident that there are some interesting tendencies regarding the "similarity test" in every 
jurisdiction and every period, and that a new perspective was found for the problems that had been 
hard to theoretically understand. As one of the outcome of my study, a book titled "Case Study on 
Similarity of Works (1)Visual Art" will be published in July 2021.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
著作物の類似性というのは、著作権という独占権の及ぶ保護範囲を画するものであり、人の行動や表現の自由を
過度に害しないための重要な論点であるところ、本研究によって、著作物の類似性が網羅的に分析され、その理
論的・実践的な課題がかなりの程度明らかにされたことは、デジタル時代においてますます重要な社会における
表現活動の適切な自由を確保する点で、大きな社会的意義を有すると考えられる。また、本研究は幅広い比較法
を対象としていることから、本研究成果は、この問題に関する日本の国際的な位置づけを明らかにして、広い視
野でそのあるべき姿を志向する理論的視座を提供した点で、学術的意義も大きいものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 本研究開始当初においては、著作物の類似性に関するまとまった事例研究や比較法研究は必
ずしも十分でなく、現実の訴訟実務においても、類似性判断というのは極めて不明確で予測可
能性の低い課題であった。これでは、新たな作品を発表するなど、人間が表現活動を行おうと
する際に、どこまでが適法か判断することが困難になり、結果として表現活動が萎縮してしま
うことになりかねないという問題があった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、すでに研究代表者が実施していた科研費･基盤研究（Ｃ）「著作物の類似性に関す
る総合的・比較法的研究」（16K03449）を発展させるものとして、著作物の類似性に関する理論
的・実務的な問題に取り組み、日本における議論および裁判例はもちろん、国際的視点から、
ドイツ、イギリス、アメリカ、フランス等の諸外国における議論も幅広く分析した上で、これ
らを横断的に研究するものである。 
 
３．研究の方法 
 本国際共同研究加速基金としては、２０１９年４月から２０２０年３月まで、ミュンヘン大
学（ルードヴィヒ・マクシミリアン大学ミュンヘン）に客員研究員として滞在し、これに隣接
し、世界で最も知的財産法に関する資料・文献・人材が集中するマックスプランク･イノベーシ
ョン･競争法研究所において、諸外国における議論・裁判例の網羅的調査を行った。具体的には、
この滞在期間中、同大学の Matthias Leistner 教授および Ansgar Ohly 教授が担当する知的財
産法講座の中に特別の研究スペースを提供され、これによって同講座に所属する多くの若手研
究者とも有益な研究交流をすることができた。 
 この滞在期間中、ミュンヘン大学とニューヨーク大学との研究合宿（２０１９年７月３０日
～８月１日）など、ミュンヘンで多くの研究会合に参加できたのはもちろん、その他のドイツ
各地（ベルリン〔２回〕、フランクフルト、ゲッティンゲン）、そして、スイス（ジュネーブ）、
オランダ（アムステルダム）、ベルギー（ブリュッセル）、ポーランド（ワルシャワ、クラクフ
〔２回〕、ポズナン）、ノルウェー（オスロ）、チェコ（プラハ）、フランス（パリ）、ルクセンブ
ルク、アメリカ（ニューヨーク、ナッシュビル、ボストン）、インドネシア（ジャカルタ）とい
った各国に出張することができ、Jacques de Werra 教授（ジュネーブ大学）、Alexander Peukert
教授（フランクフルト・ゲーテ大学）、Anna Tischner 教授（ヤゲロニアン大学）、Silke von 
Lewinski 博士（マックスプランク研究所）、Rafał Sikorski 教授（アダム・ミツキェヴィチ大
学）、Adolf Dietz 教授（元マックスプランク研究所）、Frank Gotzen 教授（ルーヴァン･カトリ
ック大学）、Raquel Xalabarder 教授（バルセロナ自由大学）、Christoph Geiger 教授（ストラ
スブール大学）、Martin Senftleben 教授（アムステルダム自由大学）、Jonathan Griffiths 教
授（ロンドン大学）など、多数の著名な研究者と様々な議論を行うことができた。 
 この間、IPRE Conference（２０１９年６月２９日＠ジュネーブ）、ヤゲロニアン大学（２０
１９年１０月２４日・同年１２月１３日＠クラクフ）、フランクフルト・ゲーテ大学（２０２０
年２月１１日＠フランクフルト）、IPIRA Conference（２０２０年２月２７日＠ジャカルタ）と
いった招待講演を含めて、研究報告を行う機会も多かった。 
 
４．研究成果 
 本研究は、特に２０１９年度を中心に上記のような環境で集中的な研究を行うことができ、
その結果、多大な研究成果を得ることができたと考えている。その成果の一部は、２０２１年
７月発売予定の書籍（上野達弘・前田哲男『〈ケース研究〉著作物の類似性判断――ビジュアル
アート編』〔勁草書房、２０２１年〕）のほか、今後様々な形で公表する予定であるが、以下、
その一端を報告する。 
 
(1) 時代による類似性判断の変化 
 日本における裁判例を検討すると、古い時代になればなるほど、類似性を肯定する裁判例が
多い傾向があるように思われる。そこでは、必ずしも十分な理由が示されない場合も多い。そ
のため、現代の文献においては、類似性を肯定した結論に対する批判的見解が定着している裁
判例も少なくない（例：東京地八王子支判昭和６２年９月１８日無体裁集１９巻３号３３４頁
〔日野市壁画事件〕）。 
 また、古い裁判例には、複数の対象物の一部に明らかな侵害があると、それ以外の部分につ
いて必ずしも個別的に検討することなく全てについて類似性を肯定する傾向があるようにも思
われる（例：東京地判昭和６０年１０月３０日無体裁集１７巻３号５２０頁〔動書「私の散歩
道」事件〕、大阪高判平成９年５月２８日知的裁集２９巻２号４８１頁〔エルミア・ド・ホーリ
ィ事件：控訴審〕）。 
 これに対して、ごく最近の裁判例は、複数の係争物について個別具体的に詳細な検討を加え、
一つの著作物を構成する多数の要素についても個別的に検討することによって、類似性を厳格
に判断する結果、これを否定するに至るものが少なからず見られる（例：大阪地判平成２１年
３月２６日判時２０７６号１１９頁〔マンション読本事件〕）。 
 



(2) 原告作品の著名性による類似性判断への影響 
 日本の従来の裁判例においても、著名な人気キャラクターについて類似性を容易に肯定した
ものが見られるところ（例：東京地判昭和５２年１１月１４日無体裁集９巻２号７１７頁〔ラ
イダーマン事件〕、東京地判昭和５２年３月３０日（昭和５１年（ワ）第３８９５号）〔たいや
きくん事件〕）、類似性判断において、原告著作物の著名性や需用者の誤認混同といった要素が
影響をもたらしているかどうかという問題については、被告が原告著作物の著名性にフリーラ
イドする意図を有していた場合（「強い依拠」とも呼ばれる）は「当事者間の公平」から類似性
を容易に肯定することを認める見解も見られるところであるが、なお検討を要する。 
 
(3) 現実の主張立証による類似性判断への影響 
 日本における裁判例を検討すると、特に最近のものに関して、当事者による主張立証が類似
性判断に影響を与えたように思われるものが少なくない。そもそも、類似性が認められるため
には「創作的表現の共通性」が必要となるところ、ある表現が創作性を有するかどうかが争わ
れる場合は、当該表現がありふれたものと言えるかどうかが問題となり、当該表現と似たよう
な表現が他に存在するかどうかについて、原告も被告も主張立証を行うことになるが、特に小
規模の紛争でありながら非常に多数の著作物が問題となるような事案においては、当事者から
十分な主張立証が行われない場合があり、そのような場合に、従来の裁判例には、原告著作物
以外の似た表現の存在を具体的に認定した上で、ありふれた表現に当たると判断したものがあ
る一方、特にそうした事実や証拠に基づくことなく、ありふれた表現に当たると判断したもの
が見られるのである。 
 したがって、被告側が原告著作物と似た他の表現を多数証拠として提出したからこそ、原告
著作物と被告著作物の共通部分における創作性を否定し得る根拠となり、結果として裁判所が
類似性を否定できたように見えるものがある反面、裁判例によっては異なる考えに基づくよう
に思われるものがあり、ここにも時代による変化を指摘できる。 
 
(4) 経緯・事情による類似性判断への影響 
 日本における裁判例を検討すると、それぞれの事案における当事者間の交渉経緯や法廷での
言動などが直接ないし間接に裁判官の心証に影響し、結果として類似性判断が影響を受けたり、
訴訟経済上の観点もしくは当該事案において相対的に認定困難な他の争点（例：著作権譲渡、
著作物性）に関する判断を回避するため、結果として類似性判断が影響を受けたりすることが
あるように感じられることがある。 
 これについては、類似性のような柔軟な概念が、個別の事案における一切の事情を総合的に
考慮して裁判官が望ましいと考える帰結を実現する手段としての役割を果たしていると評価す
る見方もあるかも知れないが、しかし、類似性判断というものは著作権という排他権による独
占が及ぶ客体の範囲を画するものであり、これが不明確であると、それがもたらす萎縮効果を
含めて、他者の行為自由を過度に害することになりかねないことから、慎重な姿勢が求められ
る。 
 
(5) 地域による類似性判断の相違 
 日本における裁判例を検討すると、東京地裁は、大阪地裁と比較すると類似性を厳格に判断
する傾向がどちらかといえば強いようにも感じられるが（例：大阪地判平成３１年４月１８日
（平成２８年（ワ）第８５５２号）〔眠り猫事件〕、大阪高判令和３年１月１４日（令和元年（ネ）
第１７３５号）〔金魚電話ボックス事件：控訴審〕）、ただこの傾向は必ずしも一般的なものとは
言えないかも知れず、さらなる検討を要する。 
 
(6) 国による類似性判断の相違 
 著作物の類似性判断は、国による相違もかなり多く見受けられる。この点については、本共
同研究を通じて広げられた国際的な人脈を活かしつつ、今後様々な形で国際的な研究をさらに
進展させる予定であるが、例えば、ドイツにおける従来の裁判例を検討すると、現代の日本と
比較すると容易に類似性を肯定するものが散見されるように思われる（例：OLG Köln, Urt. v. 
20.2.2015, GRUR-RR 2015,275, Airbrush-Urnen）。もともとドイツは、自由利用に関するドイ
ツ著作権法２４条の規定を有し、類似性も創作的表現の共通性のみで判断されるわけではない
と解されるが、そのようなことから創作的表現の共通性自体は比較的容易に肯定されてきた可
能性もある。 
 ただ、２０２１年５月のドイツ著作権法改正により、自由利用に関する同法２４条は削除さ
れた。この自由利用の規定は、ドイツにおいて旧著作権法（ＬＵＧ・ＫＵＧ）以来存在する伝
統ある規定であるため、これが削除されたことによって、今後ドイツにおける類似性判断がど
のように変化するのか、引き続き注目していくと共に、いずれ成果として発表したい。 
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著作権訴訟における立証をめぐる諸問題
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知的財産保護の多層化と自由の確保
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 ４．発表年
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Liability of internet intermediaries in Japan

オープンソースソフトウェア（OSS）と著作権
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